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企業・組織における「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」と

「能力発揮」について 

－先行調査・研究の結果から－ 

 

 

Ⅰ．調査課題の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 

柔軟なＷＬＢ制度 

 実際に制度を利用 

 できるための環境 

 整備 

・ 制度を利用しやす

い職場の雰囲気 

・ 休業者の代替要員

を確保できる体制

作り  等 

 効率的なマネジ 

 メントの実現 

 

・ 業務効率化 

   への不断の取組 

・ 残業の少ない 

   職場作り 

       等 

 

多様な人材の活用 

 

・ 多様な人材の 

   積極的な登用 

・ 能力開発 

・ 適切な人事評価 

・ ロールモデル育成

       等 

効  果 

・出産・育児に際し就業継続する女性の増加 

・管理職や男性職員のＷＬＢ制度利用の増加 

・労働時間の短縮 

・ボランティア活動や趣味・学習に取組む社員の増加 等

多様な人材の能力発揮 

社員の仕事への意欲向上 

企業・組織のパフォーマンス向上 

＋ 

好影響を引き出すため

のポイントは何か？ 

何が課題なのか？ 
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Ⅱ．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）支援制度 

 

○先進企業の取組事例 
 

◆ 柔軟な働き方 

・ フレックスタイム制度、多様なメニューの短時間勤務制度、在宅勤務制度を間接業務従事

者を対象に導入 ＜松下電器＞① 

・ ストック有給休暇（失効有給休暇の復活制度）を、療養、介護、看護、ボランティアなど

の多目的に使用可 ＜サタケ＞① 

・ 部門長の裁量と現場の人間関係を考慮した勤務時間短縮制度 ＜太陽商工＞② 

・ 育休、短時間勤務利用者に応じた業務の目標設定 ＜イノス＞② 

・ 各自が目標を立て、営業マンなどは、商談で全ての権限を与えられている 

   ＜未来工業＞② 

・ 制度のみならず、現場で従業員一人ひとりのニーズに合わせた働き方 

   ＜ユニクロ＞② 

・ 有給休暇取得推進：四半期に１回は平日５連続休暇等 ＜妙徳＞① 

 

◆ 両立支援策 

・ 育児休業制度 

・ 短時間勤務制度・在宅勤務制度 

・ 託児所、ベビーシッター利用、給付金等補助制度 

・ 事業所内保育施設等の設置 

・ 休業期間中の代替派遣職員との契約（リリーフ MR）＜日本イーライリリー＞① 

・ 男性職員の育児休職の奨励 ＜サタケ＞① 

 

◆ 勤務時間管理 

・ 「21 時に退庁」などの一斉消灯の実施、部下が長時間労働とならないように管理でき

たかを管理職の評価要素に 

  ＜日立ソフトウエアエンジニアリング＞① 

・ 月の残業時間の上限（３０時間）設定 ＜平和堂＞① 

・ 「残業ゼロ月間」の設定（１月）、給与は変えずに就業時間を３０分短縮 

    ＜ジーエムジャパン＞① 

・ 従業員に残業はさせない ＜未来工業＞② 

・ 時間あたりの人件費等のコスト計算 ＜クララオンライン＞② 

・ 繁忙期、閑散期、通常期の３種類の所定労働時間を設定 ＜福島印刷＞① 

 

（備考）男女共同参画会議仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する専門

調査会「企業が仕事と生活の調和に取り組むメリット」（平成 20 年 4 月、①）、「ワー

ク・ライフ・バランス推進の基本的方向」（平成 19 年 7 月、②）より作成。 
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○様々な子育て支援制度（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１．財団法人こども未来財団「企業における仕事と子育ての両立支援に関する調査研究報

告書」（2008 年 2 月）により作成。 

２．インターネット上のモニター調査、有効回答数 2,504 件。調査対象は未就学の子を持

つ正社員の男女。調査時期は 2007 年 10、12 月。 

 

20.8

3.1

15.9

17.9

37.1

17.3

27.7

31.0

14.2

27.4

33.2

28.5

30.6

33.5

26.1

24.9

23.4

41.4

24.0

0.9

1.5

1.3

16.2

1.0

13.3

22.5

2.7

5.0

1.8

27.2

3.1

15.0

11.7

15.3

2.9

30.4

20.8

2.0

9.2

5.6

31.4

6.0

25.9

34.1

6.0

7.2

4.3

31.4

7.1

21.2

25.9

32.4

8.9

50.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

いずれもない

その他

再雇用制度

法定を上回る父親の出産休暇

子供の看護のための休暇

子一人に休業を分割して取得できる

法定以上の期間の育児休業

妊娠中の特別休暇や短時間勤務

転勤の免除等の配慮

在宅勤務

子供の学期に合わせた勤務制度

半日や時間単位の有給休暇

週に２～４日の勤務制度

フレックスタイム制度

始業・終業時刻の繰上げ繰下げ制度

所定外労働の免除

パートになっても正社員に戻れる

正社員のままでの短時間勤務

導入されている制度

利用した制度

利用したかった制度



 4 

Ⅲ．多様な人材の能力発揮のための企業の取組み 

 

 

○先進企業の取組事例 

 

◆ 女性の登用 

ダイバーシティの推進 

・ ＣＥＯによる主導＜帝人グループ＞① 

・ 全事業所毎に担当者を配置＜松下電器＞① 

・ 女性の登用率や離職率を評価指標として採用＜Ｐ＆Ｇグループ＞① 

・ 戦略として位置づけ＜日本イーライリリー＞① 

 

◆ 人事評価等 

・ 短時間勤務利用者とフルタイム勤務者双方の納得できる評価制度の導入＜イノス＞② 

・ 透明性の高い人事評価（上司と部下で今後１年間の業務計画、達成目標、仕事の優先順

位等について話合い、署名し、合意したワークプランに基づいて成果を評価。第３者へ

のフィードバックを行うことにより、上司の個人の印象等で評価の決まることのないよ

うにする） ＜P＆Gグループ＞② 

・ 昇給、昇格に関し年齢や在籍年数の要件がなく、休業取得や短時間勤務は影響しない 

  ＜福島印刷＞① 

・ 休業、長期休暇が昇格に影響しない ＜松下電器、サタケなど＞① 

・ 社員個々人の能力、意欲、適正等に応じてチャレンジできる業務の幅が拡大し、その結

果発揮される能力に対して評価（発揮能力主義） ＜野村證券＞① 

 

◆ その他 

・ 全社員を多能工として育成し、短期的な休暇については現有人員で対応する 

  ＜カミテ＞② 

・ 資格取得等能力向上のための有給休暇や講習費の負担 ＜太陽商工＞② 

・ 健康診断結果に基づく残業制限、就業禁止等 

  ＜日立ソフトウエアエンジニアリング＞① 

 

（備考）男女共同参画会議仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する専門

調査会「企業が仕事と生活の調和に取り組むメリット」（平成 20 年 4 月、①）、「ワー

ク・ライフ・バランス推進の基本的方向」（平成 19 年 7 月、②）より作成。 
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○ 10 年前と比較し「女性管理職が増えた」企業において、女性管理職が増え

た理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10 年前と比較して女性管理職が増えた企業＝100.0％、複数回答） 

 

（備考） 

１．（財)21 世紀職業財団「企業のポジティブ・アクションの取組に関する調査」により作

成。 

２．有効回答数は 927 社（有効回収率は 17.6％）。調査時期は平成 19 年 12 月～平成 20 年

1 月。 

 

 

22.0

2.0

6.9

48.2

51.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

その他

管理職の登用に当たって、転勤等

女性が満たしにくい要件を見直した

昇進・昇格試験の受験を女性社員に奨励した

男女に公正な人事考課を実施した

女性の積極的な登用に取り組んだ
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○ポジティブ・アクションに取り組んでいる企業における取組み事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１．厚生労働省「平成 18 年度女性雇用管理基本調査結果」より作成。 

２．ポジティブ・アクションに取り組んでいる企業における既に行っている取組事項別企

業割合、及び今後行う予定の取組事項別企業割合（複数回答） 

6.5

30.4

21.2

29.9

26.2

32.5

23.7

12.6

31.1

35.0

33.7

23.6

31.5

27.7

20.0

3.6

41.4

47.3

40.6

28.3

29.1

31.8

68.3

30.2

19.2

32.7

42.9

16.7

22.6

29.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

その他

出産や育児等による休業等がハンディとならない

ような人事管理制度、能力評価制度等の導入

パート・アルバイトなどを対象とする教育訓練、

正社員・正職員への登用等の実施

職場環境・風土の改善

女性が満たしにくい募集・採用、

配置・昇進基準（転勤要件など）を見直す

仕事と家庭との両立のための制度（法律を

上回る）を整備し、制度の活用を促進

働きやすい職場環境を整備

人事考課基準を明確に定める

中間管理職男性や同僚男性に対し、女性の

能力発揮の重要性について啓発を行う

女性がいない又は少ない職務・役職に女性が

従事するため、教育訓練を積極的に実施

女性がいない又は少ない職務・役職について、

意欲と能力のある女性を積極的に登用

女性がいない又は少ない職務について、
意欲と能力のある女性を積極的に採用

女性の能力発揮のための計画の策定

女性の能力発揮の状況や能力発揮に

当たっての問題点の調査・分析

企業内の推進体制の整備

今後の取組み 既存の取組み
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○女性管理職を増加させるための取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１．（財)21 世紀職業財団「女性管理職の育成と登用に関する調査」（2005 年 6 月）により

作成。 

２．回収数 409 社（回収率 12.0％）。調査時期は平成 17 年 3 月 

３．女性管理職を増加させるための取組の実施状況について、「積極的に取り組んでいる」

と「取り組んでいる」と答えた企業割合の合計。 

21.8

5.1

19.6

39.4

8.8

21.6

35.7

11.3

20.1

21.7

39.1

38.6

59.6

55.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

経営層からの意思表示

女性社員の登用についての

上司・同僚への研修の実施

社内公募制度の活用

自己申告制度の活用

女性の管理職候補者を対象とした研修

モデル（模範）となる女性社員の育成

教育機会への女性社員の参加の奨励

管理職候補の女性社員の個別育成

各人のキャリアプランの作成

要件を満たさなくても管理職に登用する

幅広い仕事上の経験を意図的に与える

公正な人事考課を行うための評価者研修

評価･査定基準の明確化

昇進・昇格基準の明確化
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○ 末子誕生時の休暇・休業取得に対する復帰後の評価に関する意識、休暇・休

業取得時の不安 

 

 

育児休業復帰後の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価への影響別取得時の不安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１．財団法人こども未来財団「企業における仕事と子育ての両立支援に関する調査研究報

告書」（2008 年 2 月）により作成。 

２．インターネット上のモニター調査、有効回答数 2,504 件。調査対象は未就学の子を持

つ正社員の男女。調査時期は 2007 年 10、12 月。 

 

 

影響するかわか

らない, 42.9

評価にマイナス

の影響を与える,

17.2

無回答, 4.5

評価に影響する

ことはない, 35.4

影響するかわか

らない, 52.8

評価にマイナスの

影響を与える,

17.8

無回答, 2.0

評価に影響する

ことはない, 27.4

36.4

23.4

12.9

36.4

46.5

45.1

20.5

25.8

30.7

6.6

11.2

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

評価にマイナスの

影響を与える

影響するか

わからない

評価に影響

することはない

強く不安を感じた 不安を感じた それほど感じなかった 全く感じなかった

9.2

5.4

3.8

17.2

14.4

10.1

48.3

40.8

40.4

25.3

39.4

45.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

＜女性＞ ＜男性＞ 

＜女性＞ ＜男性＞ 
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Ⅳ．就業中断・就業継続と能力発揮 

 

○就業を中断した理由（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１．総務省「平成 19 年就業構造基本調査」により作成。 

２．平成 14 年 10 月以降に離職した人の離職理由別割合。 

 

20.0
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4.4

1.9
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9.3

5.9
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19.9

1.1

17.0
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6.3

6.9

2.1

3.3

2.0

0.0 3.0 6.0 9.0 12.0 15.0 18.0 21.0

その他

家族の介護・看護のため

育児のため

結婚のため

病気・高齢のため

雇用契約の満了のため

定年のため

家族の転職 ・転勤又は事業所

の移転のため

自分に向かない仕事だった

労働条件が悪かった

収入が少なかった

一時的についた仕事だから

事業不振や先行き不安

会社倒産・事業所閉鎖のため

人員整理・勧奨退職のため

総数 20～30代
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○第１子の出産・子育て時の離職理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１． 内閣府「女性のライフプランニング支援に関する調査」（平成 19 年 3 月）により作成。 

２． インターネット上のモニター調査、有効回答数 3,100 件。調査対象は 30 代～40 代の女

性、調査時期は 2006 年 12 月。 

３． 仕事を辞めた理由を３つまで選択している。 

8.5

4.1

6.3

11.4

13.1

8.4

8.0

15.8

53.3

19.2

38.9

28.0

3.2

6.5

8.8

8.9

9.7

13.2

17.5

20.6

24.2

27.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

その他

配偶者・パートナーの親や自分の親

など親族の意向だったから

職場に仕事と家庭の両立に

対する理解がなかったから

同じような状況で仕事と続けている

人が職場にいなかったから

職場に仕事と家庭の両立を

支援する制度がなかったから

子どもが欲しかったから

配偶者・パートナーが希望したから

両立の努力をしてまで続けたいと

思える仕事ではなかったから

家事・育児に時間を取りたかったから

辞めるのが当たり前だと思ったから

体力・時間的に厳しかったから

第一子の出産・子育て時 結婚時
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○結婚・出産・子育て時に仕事を辞めなかった理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１． 内閣府「女性のライフプランニング支援に関する調査」（2007 年 3 月）により作成。 

２． インターネット上のモニター調査、有効回答数 3,100 件。調査対象は 30 代～40 代の女

性、調査時期は 2006 年 12 月。 

３． 仕事を辞めた理由を３つまで選択している。 

14.7

9.2

3.4

8.1

17.8

10.0

25.2

44.4

34.4

10.9

2.2

4.9

8.0

11.3

13.5

25.4

43.4

56.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

その他

職場に両立を支援する制度があったから

上司や同僚が引き止めてくれたから

将来的な目標があったから

職場に仕事と家庭の両立に対する

理解があったから

まわりの女性も続けていたから

仕事にやりがいを感じていたから

経済的に必要だったから

続けるのが当たり前だと思ったから

第一子の出産・子育て時 結婚時
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○会社を辞めずに踏みとどまれた理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１．(財)21 世紀職業財団「女性労働者の処遇等に関する調査」（2005 年 6 月）により作成。 

２．郵送調査（企業調査と同時に女性労働者に対し調査票を送付）、回収数 6,445 票。調査

時期は 2004 年 12 月～2005 年 1 月。 
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8.2

4.0

29.0
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23.7

11.5

6.7

11.6

4.9

25.0

50.4

21.3

22.8

28.9

36.8

21.7

8.0

8.1

3.3

27.4

56.5

20.0

19.1

18.0

29.1

16.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

不明

その他

世間体があったため

転職は無理と思ったため

生活のため

家族、友人の励ましがあったため

上司、同僚の励ましがあったため

仕事から得るものが多いため

仕事に対する責任感、

使命感があったため

やりがいのある仕事だったため

全体

総合職

一般職



 13 

 

○就業継続に必要な事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１．(財)21 世紀職業財団「女性労働者の処遇等に関する調査」（2005 年 6 月）により作成。 

２．郵送調査（企業調査と同時に女性労働者に対し調査票を送付）、回収数 6,445 票。調査

時期は 2004 年 12 月～2005 年 1 月。 

 

 

1.4

3.3

40.2

32.3

25.4

29.2

41.3

32.2

20.0

51.7

50.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

不明

その他

相談できる同僚や先輩がいること

結婚や出産、育児で女性社員が

差別されない職場風土、環境

勤務時間が柔軟であること

残業があまり多くないこと

育児や介護のための労働時間面での配慮

男女均等な待遇と公正な人事評価

女性を一人前に扱う企業風土

子育てしながらでも働き続けられる

制度や職場環境

やりがいが感じられる仕事の内容
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Ⅴ．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）と仕事への意欲 

 

 

○仕事と生活の調和実現度と仕事への意欲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１．少子化と男女共同参画に関する専門調査会「少子化と男女共同参画に関する意識調査」

（2006 年）より作成。 

２．調査対象は 25 歳～44 歳の男女、調査時期は 2006 年 1 月。 

３．「ワーク・ライフ・バランス実現度」は「あなたにとって、仕事と生活のバランスは、

うまくとれていると思いますか」への回答。「仕事への意欲」：あなたは今の仕事に目

的意識を持って積極的に取り組んでいますか」への回答。 
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合計 そう思う ややそう思う あまりそう

思わない

まったくそう

思わない

女性：既婚就業
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女性：独身就業

男性：独身就業

「仕事と生活のバランスは取れていますか」への回答
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○働く時間の柔軟性と仕事の満足度 

 

「満足している」＋「まあ満足している」と答えた人の割合の合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１．財団法人こども未来財団「企業における仕事と子育ての両立支援に関する調査研究報

告書」（2008 年 2 月）により作成。 

２．インターネット上のモニター調査、有効回答数 2,504 件。調査対象は未就学の子を持

つ正社員の男女。調査時期は 2007 年 10、12 月。 

 

40.8

67.0

57.1

67.2

47.9

72.3

64.7

75.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

残業が多く融通性もない

残業が多いが融通性がある

定時退社だが融通性はない

定時退社で融通性がある

女性

男性

39.4

47.4

58.4

68.7

38.9

61.1

69.0

77.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

全く決められない

あまり決められない

ある程度決められる

仕事との進め方や時間配分

について自分で決められる

女性

男性



 16 

Ⅵ．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）と男女共同参画を同時に

推進することの重要性 

 

 

○職場環境（子育てしやすい、女性登用）と仕事への意欲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１．少子化と男女共同参画に関する専門調査会「少子化と男女共同参画に関する意識調査」

（2006 年）より作成。 

２．調査対象は 25 歳～44 歳の男女、調査時期は 2006 年 1 月。 

３．「子育て」に関しては「あなたの職場は、子育てをする人（男女を問わず）にとって働

きやすいと思いますか」、「女性登用」に関しては「あなたの勤務先（事業）では、女

性が男性と同じように昇進する機会や責任ある地域に就く機会があると思いますか」

と聞いている。それぞれ「そう思う」と「ややそう思う」と答えた人を○、「あまりそ

う思わない」「まったくそう思わない」と答えた人を×としている。 

４．「仕事への意欲」はあなたは今の仕事に目的意識を持って積極的に取り組んでいますか」

への回答。 
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女性登用○

子育て　○

女性登用×
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女性登用○

子育て　×

女性登用×

女性：既婚就業

男性：既婚就業

女性：独身就業

男性：独身就業

（％）
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○両立支援と雇用均等の同時推進の効果に関する実証分析 

 
文献 データ 分析手法 インプリケーションの例 

 
１ 

(株)ニッセイ基
礎研究所「両立
支援と企業業績
に関する研究会
報告書」 
従業者数 301 人
以上の上場、未
上場企業 446 社
へのアンケート
調 査 。 調 査 は
2005年10月に実
施。 

両立支援と、均等促進を重視する
姿勢により企業を「両立・均等重
視企業」「両立重視企業」「均等重
視企業」「両立・均等非重視企業」
の４類型に分類して特性を比較。

「両立・均等重視企業」は女性の
活躍の場の拡大が実現できてお
り、妊娠・出産などを契機に退職
する女性が少なく、女性が仕事を
継続することが可能となってい
る。 
「均等」重視企業は女性の活躍の
場は提供されているが、両立支援
が不足しているため結婚や自己
都合で退職する女性が多くなる。

 
２ 

 
同上 

「均等度」と「ファミフレ度」の
指標を作成し、それぞれの高低に
より、企業を４タイプに分類して
特性を比較。更に企業業績指標を
の関係を分析。 

「ファミフレ度」も「均等度」も
高いという企業特性が経常利益
に正の影響を与えている。 

３  
同上 

企業の人事戦略と両立支援、均等
制度の組み合わせの効果を分析
するため、「均等取組」、「両立支
援取組」、「企業人材育成重視」を
得点化し、それぞれの高低により
企業を８パターンに分類。人材の
採用、従業員の意欲・満足度、女
性の終業継続、企業業績への影響
を分析。 

人材育成戦略と両立支援、均等制
度の積極的な組み合わせが従業
員の意欲・満足度を高め、業績に
も好影響を及ぼす。 

４ 21 世紀職業財団
「企業の女性活
用と経営業績と
の関係に関する
調査」 
上場企業、店頭
銘柄の企業 455
社へのアンケー
ト調査、調査は
2003年1～2月に
実施。 

両立支援策の制度導入指標、両立
支援策の利用環境整備指標、均等
施策の実施状況指標を作成し、そ
れぞれの高低から企業を８タイ
プに分類し、女性比率、女性の企
業定着、女性の昇進への影響を分
析。 

企業が両立支援策を実施するこ
とは、女性従業員の勤続長期化に
寄与し、均等施策を併せて実施す
ることによって、女性の昇進を促
進する。 
両立支援策は、制度導入だけでな
く、制度を利用し易い環境を整備
することが女性の企業定着のた
めに重要。 

５ 内閣府「女性の
ライフプランニ
ング支援に関す
る調査」 
インターネット
上のモニター調
査、有効回答数
3,100 件、30 代
～40 代の女性を
対象、調査時期
は 2006 年 12月。 

初職職場の両立支援度、雇用機会
均等度を点数化し、それらが結
婚・出産後の就業継続にどのよう
に影響しているかどうかをロジ
スティック回帰により分析。 

初職職場が「両立高・均等低」「両
立高・均等高」である場合、既婚
女性の就業継続にプラスに影響
する。 
ただし、両者が高い「両立高・均
等高」職場は、両立のみ高い「両
立高・均等低」職場に比べるとプ
ラスの影響度が小さくなる。 
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